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2023 年 3 月 27 日 

各  位 

会 社 名  株式会社 日本エスコン 

代表者名  代表取締役社長 伊 藤 貴 俊 

（東証プライム・コード 8892） 

問合せ先  取締役 管理本部長 藤 田 賢 司 

電  話 03－6230－9308 

支配株主等に関する事項について 

当社の親会社である中部電力株式会社(以下、「中部電力」と言います。)について、支配株主等に関する事項は、

以下のとおりとなりますので、お知らせいたします。 

記 

１． 親会社、支配株主（親会社を除く）又はその他の関係会社の商号等 

（2022 年 12 月 31 日現在） 

名称 属性 
議決権所有割合（％） 株式が上場されている 

金融商品取引所等 直接所有分 合計対象分 計 

中部電力株式会社 親会社 51.3 ― 51.3 東京証券取引所 プライム市場 

２．親会社等の企業グループにおける上場会社の位置づけ、その他の上場会社と親会社等との関係 

①当社は中部電力の連結子会社であり、同社は当社議決権の 51.3％を所有する親会社です。

当社は、中部電力と 2018 年 8 月 28 日付で資本業務提携契約を締結し、同年 9 月 5 日に同社の持分法適用会社

となっております。以降、中部電力及び中部電力グループ会社との間で、不動産開発事業、人事交流等連携を進め

ておりました。  

その後、2021 年 4 月 5 日に同社を割当先とする第三者割当増資を実施したことにより、中部電力の連結子会社

となりました。 

当社による上場会社としての自主的で機動的な経営を尊重することを中部電力と相互に確認しており、当社の

意思決定に基づき自ら経営責任をもって事業経営を行える状況にあることから、親会社からの独立性は確保され

ていると考えております。  

②中部電力との共同事業として、現在 2 つのプロジェクトが進行中です。2022 年 8 月に、愛知県及び名古屋市が

主催する「第 20 回アジア競技大会選手村後利用事業」において、中部電力を代表法人とし、当社も構成メンバー

として参画する事業者グループが当該事業に係る基本計画協定を締結しました。当該事業においては、多様な人々

がつながり、お互い助け合いながら社会が直面している様々な課題を解決し、共に幸せをはぐくみ、次世代型のま

ちづくりを目指していきます。当社は、このまちづくりにおいて複合商業施設開発を手掛ける予定です。 

また、中部電力及び株式会社スプレッド（以下、「スプレッド」と言います。）とともに「合同会社 TSUNAGU Community 

Farm」を設立し、世界最大規模となる 1 日 10 トンのレタスを生産できる完全人工光型植物工場「テクノファーム

袋井」の建設を行っております。2024 年 1 月の生産開始に向け、中部電力のエネルギー管理に関するノウハウ、

当社の不動産開発力、スプレッドの栽培技術を融合し、効率的、かつ安定的に、「安心・安全」なレタスの生産に

向け取組んでおります。 

さらに、中部電力の 100％子会社である中電不動産株式会社(以下、「中電不動産」と言います。)との共同事業

として、中部エリアを中心に分譲マンション・商業施設開発事業について取組んでおります。共同事業の第 1 号・
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第 2 号案件として、名古屋市東区白壁で手掛けた「グラン レ・ジェイド白壁 月露ノ邸（総戸数 24 戸）」「グラ

ン レ・ジェイド白壁 凛然ノ邸（総戸数 34 戸）」は、いずれも 2022 年 11 月に全戸完売しております。 

今後もシナジー効果を発揮すべく、さらなる事業を展開してまいります。 

③2019 年 3 月 26 日開催の当社定時株主総会において中部電力出身の取締役が 1 名（藤田賢司取締役）、2023 年 3

月 24 日開催の定時株主総会では藤田取締役の再任とともに、新たに同社出身の取締役 1 名（若山智彦取締役）が

選任されました。若山取締役は、これまでの中部電力における豊富な経験と実績及び中部電力グループ会社 4 社に

おける監査役としての経験と見識を踏まえ、更なるガバナンス強化の観点から監査等委員である取締役に就任し

ております。藤田取締役は 5 期目の取締役就任となります。 

④人事交流として、中電不動産社員 2 名を当社子会社である株式会社エスコンプロパティ及び株式会社エスコン

リビングサービスにて出向受入れをしております。 

⑤当社子会社である株式会社エスコンアセットマネジメント（以下、「EAM」と言います。）及び EAM が資産の運用

を受託するエスコンジャパンリート投資法人（以下、「EJR」と言います。）は、中部電力ならびに中電不動産とそ

れぞれサポート契約を締結しております。また、EAM では、内部管理体制強化の一環として、中部電力から非常勤

の取締役 1 名（島岡正孝取締役）を受け入れております。 

今後も当社グループは EJR のスポンサーとして、EJR の収益の向上と安定的な成長を支えてまいります。 

 

当社は、2021 年 12 月期から 2023 年 12 月期までを対象とする第 4 次中期経営計画「IDEAL to REAL 2023」を策

定しており、「想定外の経済環境の変化に耐えうる事業基盤の確立」と「収益構造の変換と事業領域の拡大の同時

実現」を経営戦略としております。中期経営計画初年度に、コーポレートクレジットの高い中部電力の連結子会社

になったことにより、外部機関や金融機関等から一定の評価を得たことに基づき、当社グループの将来の成長に必

要な資金をより機動的かつ安定的に調達できる体制を構築しました。  

今後も引き続き中部電力グループとの連携を強化し、大型まちづくりや「新しいコミュニティの形」の実現を中

部圏だけではなく全国に拡大し積極的に取組んでまいります。  

 

３．支配株主等との取引に関する事項 

当連結会計年度(2022 年 1月 1 日～2022 年 12 月 31 日) 

該当事項はありません。 

 

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策の履行状況 

 中部電力は、当社の少数株主の利益に配慮し、当社に対して、その少数株主に不合理な利益が生じることとなる

一切の取引を行うことを強制しないことを確認しております。 

              以上 


